
“憲法”雑記（弁護士　宮澤　洋夫）
弁護士　宮澤　洋夫

１９４５年、私は陸軍航空士官学校で士官候補生として“特攻隊”の訓練を受け、飛行場を来襲する米軍機を送撃していた。沖縄決選の状
況、広島・長崎への原子爆弾投下の状況も伝えられ、８月１５日には昭和天皇の“玉音放送”を聞いた。
米・英・中・ソが提示したポツダム宣言の受諾により戦争は終結した。９月２日降伏文書の調印により、天皇を元首とする明治憲法は失効
し、米軍管理に移り施政権は連合軍司令官マッカーサーに委ねられた。

日本政府は憲法草案を作成したが、マッカーサーが作成した戦争放棄、象徴天皇等を定めた草案を日本訳した「日本国憲法」が帝国議会に
於て制定され、１９４６年１１月３日に公布された。

１９４８年冷戦が始まるとアメリカの世界戦略は変化し、日本を“反共の防波堤”と位置づけ、朝鮮戦争が起こり、その“特需”により日
本経済が立ち直りを見せると、更に経済力を増強し、軍事力を利用しようと企図し、1950年警察予備隊(自衛隊の前身)が設置された。
私の陸軍士官学校時代の先輩・同僚多数が参加し要職を担当した。

翌1951年講和条約・日米安保条約が調印されて占領は終結した。

社会主義国の崩壊により自由市場が拡大し、1990年代には米国はその主導権を握り、「警察官」的役割を狙い、高度成長を果たした日
本が、米国に次ぐ世界第二位の経済国となった。
９１年９・１１同時テロを契機に米国はアフガニスタン・イラク戦争を開始し、日本に対し資金提供と「自衛隊の海外派兵」「日米共同作
戦」が要請され、新たな市場を求める財界の同意を得てこれに応じた。

自衛隊の海外派兵と活動について、政府は「周辺事態法」「テロ対策特措法」「イラク特措法」等を制定して対処したが、憲法解釈上「海
外派兵(・・)」は許されず、「集団的自衛権の行使」は最小必要限度を超えており、「多国籍軍等への参加」は武力行使を伴うもので許
されない等とされている(参考・名古屋高裁判決)。
この戦争はアメリカの撤退により終結された。

中国は急速な経済発展に伴い、アメリカの最大貿易国、国債の引受国となって、アジア地域の覇権確立を目指し、尖閣海域の開発も進行し
ている。
我が国は日米安保条約に基づく防衛大綱を改定して海兵隊機能の増強を企図している。

参議院選挙は戦争放棄か憲法改正か、その手続が争点の一つとなり、与党の勝利となった。国のかたちを変えるのか、どう変えるのかが今
後の最重要な政治課題となった。
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日本の貧困―奨学金が進学を阻む（弁護士　鴨田　譲）
弁護士　鴨田　譲

ブラックリストに登録
学生時代に借りた奨学金の返済で苦しむ方が増えています。
その理由は、そもそも大学の入学金、授業料が高騰していること（特に国立大学の学費の値上がりが顕著で、２０１０年度の国立大学の入
学料＋年間授業料は約８２万円になっています。）と、大学を卒業しても昨今の就職難により就職出来ないこと、就職できたとしても非正
規労働者などにより低賃金であることが挙げられます。

さらに、この事態に拍車をかけているのは、奨学金の貸し手である日本学生支援機構が奨学金の回収を強化しているという事情もあります。
支援機構は、借り手が延滞を始めると、延滞３ヶ月でブラックリストに登録し、延滞４ヶ月で債権回収をサービサーに業務委託、延滞９ヶ
月になるとほぼ自動的に裁判所に支払督促の申立を行うという強硬な方針をとっているようです。

世間では、「本当は返せるのに、返さないだけではないか？」との疑いの声も聞かれますが、延滞すれば年率１０％の遅延損害金が発生し、
ブラックリストにまで登録されるという奨学金制度のもとでは、返済しない場合のデメリットが非常に大きいため、あえて返済しない人が
存在するとは考えられず、奨学金を返済していない人は返済できない人であるといえます。

また、「奨学金を返せないくらいなら、大学に行かずに働けばよい。」といった意見も聞きます。

しかし、新規高卒者に対する求人は、１９９２年には約１６８万件あったものが、２０１０年には約２０万件と大幅に減少しており、現実
的には高卒での就職が非常に厳しいものになっています。
ですから、大学進学の機会を奪われることは、就職の機会を奪うことにまでなってくるのです。
　

救済制度の充実を
奨学金は、本来、経済的に余裕のない家庭の子どもに対して、大学などへの進学を援助するために設けられている制度ですが、現在のこの
ような状況下で、「奨学金を返せないかもしれないので大学進学を諦める。」という方も現れ、奨学金の目的からして本末転倒な結果をも
たらしつつあります。

家庭の経済力によって、子どもの進路選択が決定してしまうという不平等な状況になるのを避けるため、給付型奨学金の導入、奨学金返済
困難者のための救済制度の充実を目指していきたいと思っています。
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平和の大事さ（弁護士　梶山　敏雄）
弁護士　梶山　敏雄

新聞広告に載っていた「あの日、あの時・・・なつかしの昭和」などというＤＶＤを衝動買いし、しばらく放っておいたのですが、何の気
なしに見始めたら辞められなくなってしまいました。

故郷会津から東京へ出て来たのが昭和４１年。東京オリンピックも終わり、ＧＮＰ世界第２位、１億総中流化意識、いざなぎ景気、新・三
種の神器（クーラー、カラーテレビ、自動車）、光化学スモッグ、相次ぐ飛行機墜落事故などなど、お隣中国の今の現象と重なるような状
況が当時の日本にありました。

一方、全国に拡大する大学紛争、ベトナム戦争反対や沖縄返還要求、美濃部革新都政の実現など、目まぐるしく変化する政治状況に無関係
ではいられませんでした。

たまたま見た武道館のビートルズ演奏にも興奮しまたが、

戦争が終わって　僕らは生まれた
戦争を知らずに　僕らは育った
おとなになって　歩き始める

平和の歌を　くちずさみながら

僕らの名前を　覚えてほしい

戦争を知らない　子どもたちさ

という歌も心の中に静かに深く残しながらの、平和の大事さだけは忘れない、その後の生活であったと思います。

真珠の首飾り（弁護士　伊藤　明生）
弁護士　伊藤　明生

「渡されたバトン～さよなら原発」のことは，事務所ホームぺージに書きましたが，その映画の脚本を書いたジェームズ三木氏
は，1998年に「真珠の首飾り」という日本国憲法起草にかかわったベアテ・シロタ・ゴードンさんを主役にした芝居を書いています。
彼女の起草した第24条の案に当時の日本政府は「日本にはなじまない」と抵抗したのです。そのゴードンさんは，昨年１２月３０日、
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８９歳で亡くなられました。
遺族の方は，献花より日本の九条の会への寄付をよびかけたそうです。
その「真珠の首飾り」の劇は，最後に，ゴードンさんの語りで幕を閉じます。その一部をご紹介しましょう。

「嵐のような作業が進むにつれ，私はだんだん，この憲法の美しさに胸をうたれ，のめりこんでいきました。日本の憲法というより，人類
の理想の実現に熱中したのです。
ですからこの憲法を変えるということは，理想を捨てるということです。」
「もしも私が，日本国憲法だとしたら，たぶんこういうでしょう。」「あれから日本は一度も戦争を起していません。外国人をひとりも殺
していません。」「どうか私を守ってください。お払い箱にしないでください。それを決めるのは日本国民です。主権を持った皆さんです。
」

ジェームス三木氏は，「日本国憲法を103粒の真珠になぞらえた」ということです。

自民党「日本国憲法改正草案」の下で暮らすのはごめんです。
（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

７月２１日参議院選挙の結果は、憲法改正、原発再稼働、ＴＰＰ、首切り自由の正社員制度などを推し進めようとする自民党が公明党と合
わせて過半数の議席を獲得しました。

自民党改革草案を読む
ところで、みなさんは自民党が昨年４月に発表した「日本国憲法改正草案」と「日本国憲法改正草案Ｑ＆Ａ」をご覧になりましたか？
私は最初に読んだ時に目を疑いました。
安倍首相・自民党は、自衛隊を「国防軍」という名実ともに立派な軍隊にして、日本をアメリカと一緒に戦争をする国にしたいようです。
戦争になったら国家のために従順に命を捧げる。日本を戦争する国に変えるためには、国民は元首である天皇を敬い、国旗・国歌「君が代」
を尊重しなければなりません。教育の現場でも、今まで以上に国旗掲揚・国歌斉唱の押し付けが正当化され、横行します。それが安倍首相・
自民党の考える「普通の国」なのだそうです。

そのような抑圧された社会の中でも一部の人は、政府のやっていることはおかしいと「戦争反対」、「原発再稼働反対」、「生活保護の切
り下げ反対」などの集会やデモ行進を行います。政府は社会秩序（平穏な生活）に反する集会やデモだとレッテルを貼って、表現活動の自
由を大幅に制限します。大規模なデモに発展した場合には、治安出動といって「国防軍」がわれわれ「国民」に銃を向ける危険すらあります
（草案９条の２第３項）。まるで明治憲法に逆戻りで、私たち国民は国家の家来「臣民」ということになります。

https://saitamasogo.jp/archives/32907
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これらの内容は自民党「憲法改正草案」のおそろしさのほんの一部です。

学習会の講師活動を開始
私は、私たち国民から平和な暮らしと人権を奪う自民党の「憲法改正草案」には反対です。

私が所属する自由法曹団埼玉支部には約１００人の弁護士がいます。今年の２月から、市民団体のみなさんを対象に、憲法学習会の講師と
して無料で弁護士を派遣する講師活動を開始しました。この７月２２日までの半年ほどで、なんと１００件を超える学習会の講師依頼があ
りました。憲法学習会の講師は初めてという若手弁護士も２０人を超えました。
もちろん、ベテラン弁護士も頑張っています。わたしたち埼玉総合法律事務所の弁護士も約４０件の講師を担当しており、事務所内での改
憲阻止の取り組み、結束も日増しに強くなっています。

参議院選挙は自民党の圧勝でしたが、みなさんと一緒に安倍首相・自民党が私たちに押し付けようとしている「戦争するための憲法」を許
すことなく、現在の平和憲法を守りぬきたいと決意しています。

生活保護基準引き下げは撤回されるべき（弁護士　猪股　正）
弁護士　猪股　正

国は、8月から、生活保護基準を引き下げることを決めました。

アベノミクスで2％の物価上昇が目指される中で、基準額が、今後、3年間で、平均6.5％、最大10％引き下げられます。これにより、
生活保護世帯96％の受給額が減り、総額670億円の生活保護費が削減されます。例えば、夫婦と子一人の世帯（都市部）で17
万2000円から15万6000円に1万6000円減少するなど、子育て世帯への影響が特に大きくなっています。1950年の現行生
活保護法制定以来、生活保護基準が引き下げられたのは2003年度（0.9％）と2004年度（0.2％）の2回だけであり、今回は
前例のない桁違いの引き下げとなっています。

日本では、今、一部の富裕層に莫大な富が集中する一方で、中流層が減少して貧困率は年々悪化、一人親家庭の貧困率はＯＥＣＤ加盟国中
最悪という、不平等と貧困を広げる社会構造へと変化しています。そういう中で、生活の困難に陥った人の命を守り、差別なく互いに支え
合うという生活保護制度は一層重要なものになっています。

政府は、生活保護受給者の増加と財政負担を問題視していますが、それは、この制度によって、それだけ多くの人の命が支えられたという
ことであり、政策の成功として評価すべきことのはずです。

私は、先日、フランスへ貧困対策の調査に行きました。フランスと日本を比較すると、全人口中の生活保護の利用率は5.7％対1.6％、
生活保護費の対ＧＤＰ比は4.1％対0.6％であり、日本は、諸外国に比べて、利用者も財政負担も低く抑えられているのです。

https://saitamasogo.jp/archives/32603
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この問題は、生活保護を利用していない人の収入減・負担増の問題でもあります。生活保護基準は、非課税基準、介護保険、就学援助、保
育料、障害者サービスの利用料など、福祉・教育・税制など様々な施策の基準と連動しているからです。例えば、引き下げにより、介護保
険利用者112万人が負担増になります。

8月の次は、来年4月に引き下げが待っています。おかしいと言うことが、みんなの生活を守ることになります。生活保護を利用している
方のところには、役所から引き下げの通知が届いたはずです。60日以内であれば異議の申立（審査請求）が可能です。首都圏生活保護支
援法律家ネットワーク（電話048-866-5040）、または当事務所までご相談ください。

弁護士　佐渡島　啓のコメントが朝日新聞　2013年3月19
日　朝刊に掲載されました。
職場の机　プライバシーは　

職場の机の引き出しを勝手に開けられ、不快だったー。1月11日付「働く」面の「職場のホンネ」で紹介した投稿に、たくさんの反響が
あった。その多くが「職場の机は会社のもの」という意見。職場でプライバシーはどこまで主張できるのか。

「開けられ不愉快」の投書　「筋違い」の反響多数

「経理の男性から『交通費を引き出しに入れた』と言われ、ぎょっとした。他人の引き出しを勝手に開けないのが、大人のマナーではない
か。その下の引き出しには私物を入れていたので、非常に不愉快だった」(兵庫県30代女性)

反響を呼んだのは、こんな投稿だ。

この女性は広告会社の営業職。女性の同僚に相談すると、外出中に引き出しの中のペンを勝手に使われたり、ロッカーを勝手に開けられた
りした人もいたという。「机は会社の物だが、私が使っている時点で個人のスペースでもあるはずだ。私物も入れているし、自分の使いや
すいように整理してある。私的な領域に土足で踏み込まれた気がした」と話す。

掲載後、これまでに20通を超えるメールや投書が朝日新聞社に寄せられた。

大半が「筆者が怒るのは筋違い」という意見だ。

「机は会社の備品。開けられて当然」「私物はロッカーに入れるべきだ」「会社の机は会社のものと心得るのも大人のマナーだ」「私物を
入れさせてもらってるという意識でいて下さい」などという。

投稿した女性と同じ意見の人は少数だった。千葉県の女性(36)は「うちは机どころかロッカーの中もチェックされる。おかしいと思う

http://www.seiho-law.info/
http://www.seiho-law.info/
https://saitamasogo.jp/archives/32092
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が、いくら不信感を抱いても、雇用されている側は会社の方針に従うしかない」とメールで送ってくれた。女性はこの会社に10年以上勤
務しているが、不満が重なったため、転職を考えているという。

理由なければ侵害に

机の引き出しを勝手に開けられても、働く側は文句を言えないのか。

労働問題にくわしい佐渡島啓弁護士は「正当な理由なく勝手に開けられれば、プライバシー権の侵害を主張できる可能性がある」と指摘す
る。

佐渡島弁護士によると、私的な領域をみだりに公開されたり追及されたりしない「プライバシー権」は、職場でも一人ひとりに保障されて
いる。職揚の机は会社の所有物だが、ふだん使っている人の私的な領域という側面もある。

このため、場合によってはプライバシー権を主張できる。「引き出しにカギをかけていれば、侵害の度合いがさらに強まる。相手に慰謝料
を請求できることもある」という。

書類の出し入れなど、仕事上の用事で引き出しを開けられた場合は、職場のルールがどうなっているかが判断する材料になる。

引き出しを開けることが職場の習慣になっておらず、就業規則などにもそういった行為を認める規定がない場合、プライバシー権の侵害に
なる可能性があるという。

従業員がプライバシー権を主張できるのは、机の引き出しに限らない。

たとえば、机の上に飾った家族写真は、職場の同僚に見られても問題ない。しかし、机の上に置いていた日記を読まれた場合、表紙の柄や
色で明らかに私用と分かる時は、抗議できる。

職場のパソコンから送ったメールを会社側にチェックされた場合は、調査目的や方法を確認するといい。業務上の必要がなかったり、本来
監視すべき立場にない人がチェックしたりした時は、プライバシー権の侵害になることがある。

佐渡島弁護士は「私的な領域と感じる範囲は、ひとによって違う。トラブルを避けるためには、それぞれの従業員のプライバシーに十分配
慮するべきだ」と指摘する。

(牧内昇平)

http://www.asahi.com/shimen/articles/TKY201303180566.html
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自由競争社会と人にやさしい共生社会（弁護士　伊須　慎一郎）
弁護士　伊須　慎一郎

１２月１６日に衆議院議員総選挙・都知事選挙が行われます。選挙の結果はこの原稿を書いている現時点では分かりませんが、自由競争・
自己責任を声高に叫ぶ勢力（＝強い者が弱い者に邪魔されるのはおかしいという考え方）が多くの議席を獲得することを危惧します。例え
ば、橋下徹氏は最低賃金制の廃止をうたっていますが、最低賃金の規制がなくなれば、使用者と労働者は対等でないこと（圧倒的に使用者
が強いこと）、現在の経済情勢の下、十分な雇用がないことなどからすると、年収２００万円以下のワーキングプアを大幅に下回る酷い低
賃金労働が蔓延することは目に見えています。

ところで、労働者の権利や生活を守るはずの裁判官の中にも自由競争・自己責任・契約自由の原則に大きな比重を置き、弱者の立場を顧み
ない人が増えているように感じます。職業安定法４４条、労基法６条に違反する『偽装請負』を軽微な派遣法違反にすぎないと免責した松
下ＰＤＰ事件最高裁判決を構成した裁判官（その後、同判決に追随する裁判官）は、東京電力福島第一原発で命を削りながら除染作業に関
わっている請負労働者（そのほとんどが偽装請負）が、危険手当までピンハネされている実態をどう思っているのでしょうか？　私は、違
法な偽装請負・多重請負を許容し、原発労働者を含めた多くの偽装請負労働者にだけ不利益を負担させるような裁判所の価値判断が社会に
受け入れられるはずがないと信じています。

社会は混迷期に入っていますが、憲法価値を活かし「人にやさしい共生の社会」を目指して新しい１年が始まります。

運動の中心には埼玉総合法律事務所が（弁護士　伊藤　明生）
弁護士　伊藤　明生

私が，当事務所に入所したのが1987年4月でした。事務所は，青年法律家協会及び自由法曹団の埼玉における活動の中心的存在である
とともに，弁護士会でも中心的な存在でした。その為，それらの活動に積極的に参加しました。そのことが当然と思い込ませられていたの
ですね。当時，埼玉弁護士会では，国家秘密法反対，拘禁２法反対などの集会が行われ，その準備を手伝った記憶があります。弁護士会は，
今でもそうですが，その集会には，若手弁護士が駆り出されるのです。あのころは，言われたら何でも引き受けていた記憶があります。当
事務所の私のちょっと上の弁護士達がそれらの活動の中心であったため，断れる雰囲気になかったのです。青法協の陪審法制定の運動にも
参加し，その際，陪審模擬裁判が大阪で行われたのですが，私がその裁判劇の被告人役に抜擢されました。それが「国対伊藤」という本に
なったわけです。

1988年６月に全国で「過労死１１０番」が行われ，埼玉でもということで，これも事務所が引き受けることになりました。そこで，埼
玉でも翌年６月から「過労死１１０番」に参加し，埼玉過労死問題弁護団も設立されました。団長は，吉田中山法律事務所（当時）の吉田
聰弁護士が就任し，私は事務局として頑張りました。また，秩父じん肺，過労死事件などの労災事件に取り組み，私も，その下働きをしま
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した。これらのことは，事務所の弁護士としては当然なのです。今後もこの事務所の伝統は変わることはないでしょう。

事務所設立４０周年目を迎えて（弁護士　梶山　俊雄）
弁護士　梶山　俊雄

憲法と平和を守り、国民と労働者の権利を守るという理念の基に、埼玉県内での弁護活動の中心的役割を果たしたいという気概で推移した
埼玉総合法律事務所の４０年であったかと思います。

洪水の如く次々と押し寄せる悪法のたくらみに対する反対運動、時代の変化に伴う消費者被害などの新たな権利侵害、弱者・貧困・労働問
題の一層の深刻化などなど、国民・県民を取り巻く情勢は、事務所員に一息もつかせないかのような試練を与えてきました。

このニュースが皆さんのお手元に届くころには、「国防軍の創設」「核武装も辞さず」「最低賃金法の廃止」そして「原発再稼働」などを
叫ぶ勢力が、総選挙の結果どのような陣容になっているかが明らかになっていると思います。希望が持てる結果とはなっていない可能性が
高いとは思いますが、どのような結果であれ、埼玉総合の存在意義は変わりなく、さらなる前進に向かって意気高くありたいと思います。

この埼玉総合の事務所から４０年の間に事務所を巣立ち、新たな地域での事務所を開設し、その地域に根ざしてすばらしい弁護士活動をし
ている弁護士が既に１６名もおります。現在在籍する弁護士数は１５名であり、総勢３１名の弁護士が埼玉総合で切磋琢磨した仲間なので
す。

残念ながらその間に熊谷に事務所を設立した市川幸永弁護士は平成２３年に、為成養之助弁護士は平成７年、大久保和明弁護士は平成１３
年に事務所在籍のまま亡くなられました。
現職裁判官が治安維持法違反で逮捕された「赤化判事事件」の当事者である為成弁護士は、戦後法曹資格が回復され、唯一の自由法曹団弁
護士として県内のあらゆる弾圧事件・人権擁護事件を担当して団支部の礎を築き、我々若手弁護士を叱咤激励してくれました。大久保弁護
士は、その日本人離れした風貌と人柄から多くの人から愛され、全国からたくさんの人々が葬儀に駆けつけてくれました。

大変な４０年間で事務所経営も決して楽ではない中でも工夫をして事務局も含めて良く遊びもしました。特に桂林・香港、シンガポールや
韓国への事務所旅行など、我が事務所らしい、忘れてはならない歴史を尋ねるテーマを持っての企画は思い出深いものです。

いつの間にか今では私が宮澤弁護士に次いでの古株になってしまいましたが、ご覧の通り昭和５３年に入所した当時の事務所ニュースの写
真は別人のようだったのです。

昨年１１月に久しぶりにサイパンに行き、米軍に追い詰められて１０００人以上の民間人が崖から身を投げて自殺したバンザイクリフに行
きました。「国のため命をささげし人々のことを思えば胸せまりくる」という鎮魂碑に刻まれた詩を詠んで、平和を護ることの大事さを改
めて思ったのです。
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